表3.2.1(1)　広報情報項目一覧表例その１
	項目
	内容

	被災時の広報情報
	□被災状況

	
	□復旧方針と復旧状況

	
	□復旧に対する住民の協力，支援の依頼

	
	□復旧作業が長期化する場合の防疫や保健衛生面の情報

	
	□節水の依頼，水洗トイレの使用制限の連絡

	
	□トイレ使用可能情報の周知

	
	□給水制限の周知

	
	□代替施設（仮設トイレ等）対応の情報

	
	□下水放流先における水利権者の取水の安全性，影響等の情報

	
	□適切な広報看板（掲示板）の設置

	
	□地元住民からの要望（苦情）の把握

	
	□

	事前の広報活動
	□断水時における水洗トイレの利用方法

	
	□排水設備の構造の説明及び詰まった時の対策

	
	□排水設備の修理業者の紹介

	
	□排水設備修理貸付金制度がある場合はその内容の説明

	
	□管轄以外の事項で問い合わせを受ける可能性がある事項についての連絡先

	
	□仮設トイレの使用方法

	
	□震災後の井戸水の飲料水としての利用に関する留意点

	
	□


表3.2.1(2)　広報情報項目一覧表例その２
	項目
	内容

	連絡先の確認
	□災害対策本部

	
	□広報部門

	
	□避難場所


	
	□支援部署

	
	□ライフライン部門（電気、ガス、水道、電話）

	
	□道路部門（国土交通省、国道事務所、土木事務所、日本道路交通センター、高速道路管理者　等）

	
	□交通情報部門（JR、私鉄、バス等）

	
	□地震・気象情報（気象庁）

	
	□河川情報（防災情報提供センター：国土交通省）

	
	□災害時伝言ダイヤル（171）

	
	□携帯電話災害用伝言板（NTTDoCoMo、au、SoftBank、WILLCOM）

	広報媒体の確認
	□災害防災電話

	
	□無線

	
	□携帯電話

	
	□防災行政無線

	
	□アマチュア無線

	
	□インターネット（ホームページ、SNS等）

	
	□掲示板

	
	□マスコミ（新聞・テレビ・ラジオ）

	
	□

	
	□

	マスコミを

通した広報

（留意点）
	□マスコミに対する窓口を一元化しているか。

	
	□業務に精通した担当者を定めているか。

	
	□被害の現地復旧状況説明において、マスコミ関係者の正しい理解を得ているか。

	
	□公表内容に間違いはないか。

	
	□公表内容の変更において，早期の修正広報を行っているか。

	
	□


